
 

 

第１８回尼崎市議会定例会市長追加提出予定案件 

 

 

１ 議案の数及び名称 

⑴ 議案の数 

種 別 予 算 条 例 計 

件 数 １ １ ２ 

 

⑵ 議案の名称 

＜予算＞ 

議案第１１８号  令和５年度尼崎市一般会計補正予算（第８号） …  3 

＜条例＞ 

議案第１１９号  尼崎市手数料条例の一部を改正する条例について …  7 

 

 

 

1



2



（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 予算 番 号 議案第１１８号 所 管 各事業所管課 

件 名 令和５年度尼崎市一般会計補正予算（第８号） 

内       容 

１ 補正予算の内容 

福祉施設等の利用者への安定的なサービス等の提供に資するため、エネルギー・食

料品価格等の物価高騰の影響を受ける福祉施設等に対する支援を実施することに伴

い、補正を行う。 

各事業の概要は別紙のとおり。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：千円） 

現在予算額 補正予算額 補正後予算額 

229,196,375 204,959 229,401,334 

 

３ 歳入歳出補正予算額 

（単位：千円） 

歳   入 歳   出 

款 補正予算額 款 補正予算額 

国庫支出金 204,959 民生費 201,443 

  教育費 3,516 

合 計 204,959 合 計 204,959 
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 別  紙  

 

 

補正予算の内容 

 

（１）福祉施設等物価高騰対策支援事業費 172,820 千円 

介護施設及び障害福祉施設等の利用者への安定的なサービス等の提供に資するた

め、物価高騰の影響を受ける当該施設等に対して、一時支援金を給付する。 

・対象施設：特別養護老人ホーム等入所施設、デイサービス等通所施設、訪問サー

ビス等事業所 

・補助金額：入所施設 定員 1人当たり 15,000 円 

ただし、共同生活援助事業所は、定員 1人当たり 12,000 円 

    日常生活支援住居施設は、定員 1人当たり 27,000 円 

通所施設 定員 1人当たり 3,000 円       

      訪問サービス等事業所 1事業所当たり 59,000 円 

（２）教育・保育施設等物価高騰対策支援事業費 32,139 千円 

教育・保育施設等の利用者への安定的な教育・保育等の提供に資するため、物価高騰

の影響を受ける当該施設等に対して、一時支援金を給付する。 

・対象施設：教育・保育施設等、民間児童ホーム、母子生活支援施設 

・補助金額：入所施設 児童 1人当たり 15,000 円 

通所施設 児童 1人当たり 3,000 円 

 

費目別事業概要 

 

民生費 201,443 千円 

  

福祉施設等物価高騰対策支援事業費（障害者施設等） 

障害者施設等の利用者への安定的なサービス提供に資するため、

物価高騰の影響を受ける当該施設等に対して、一時支援金を給付

する。 

37,975 千円 

  

福祉施設等物価高騰対策支援事業費（介護施設等） 

介護施設等の利用者への安定的なサービス提供に資するため、物

価高騰の影響を受ける当該施設等に対して、一時支援金を給付す

る。 

128,776 千円 

  

福祉施設等物価高騰対策支援事業費（障害児施設） 

障害児施設の利用者への安定的なサービス提供に資するため、物

価高騰の影響を受ける当該施設に対して、一時支援金を給付す

る。 

5,124 千円 
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 別  紙  

教育・保育施設等物価高騰対策支援事業費（母子生活支援施設） 

母子生活支援施設の利用者への安定的な支援の提供に資するた

め、物価高騰の影響を受ける当該施設に対して、一時支援金を給

付する。 

300 千円 

  

教育・保育施設等物価高騰対策支援事業費（教育・保育施設等） 

教育・保育施設等の利用者への安定的な教育・保育の提供に資す

るため、物価高騰の影響を受ける当該施設等に対して、一時支援

金を給付する。 

25,749 千円 

  

福祉施設等物価高騰対策支援事業費（日常生活支援住居施設） 

日常生活支援住居施設の利用者への安定的な支援の提供に資する

ため、物価高騰の影響を受ける当該施設に対して、一時支援金を

給付する。 

945 千円 

  

教育・保育施設等物価高騰対策支援事業費（民間児童ホーム） 

民間児童ホームの利用者への安定的な保育の提供に資するため、

物価高騰の影響を受ける当該施設に対して、一時支援金を給付す

る。 

2,574 千円 

  

教育費 3,516 千円 

  

教育・保育施設等物価高騰対策支援事業費（教育・保育施設） 

教育・保育施設の利用者への安定的な教育・保育の提供に資する

ため、物価高騰の影響を受ける当該施設に対して、一時支援金を

給付する。 

3,516 千円 
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（議案説明資料） 

＜令和５年１２月定例会＞ 

種 別 条例 番 号 議案第１１９号 所 管 窓口サービス推進担当 

件 名 尼崎市手数料条例の一部を改正する条例について 

内       容 

１ 改正理由 

  戸籍法の一部を改正する法律（令和元年法律第１７号）の制定により、現在、戸籍

の本籍地等の市区町村で交付等をしている戸籍届書の記載事項証明書（婚姻の届書等

の書類に記載されている内容の証明書）に加えて、「届書等情報内容証明書」（婚姻の

届出等の書類に記載されている内容を画像情報として作成したもの）の交付等が可能

となる。 

また、同法の制定により、行政機関に戸籍謄本等を提出する必要がある手続きにつ

いて、戸籍謄本等の提出に代えて、国の情報連携システムを介してオンラインで「戸

籍（除籍）電子証明書」を行政機関に提供することが可能になることに伴い、この手

続きに際して必要となる「戸籍（除籍）電子証明書提供用識別符号」を交付するため、

これらに必要な手数料を追加するための所要の整備を行うもの。 

 

２ 主な改正内容 

第２条の手数料を徴収する事務及び手数料の額に次に掲げるものを加える。 

⑴ 届書等情報内容証明書の交付又は閲覧 ３５０円 

⑵ 戸籍電子証明書提供用識別符号の交付 ４００円 

⑶ 除籍電子証明書提供用識別符号の交付 ７００円 

 

３ 施行期日 

  令和６年３月１日 
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尼崎市手数料条例 

改正後 現 行 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 略 

⑾の２ 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）

第１２０条の３第２項に規定する戸籍電子

証明書提供用識別符号（以下この号におい

て「識別符号」という。）の発行（次のいず

れかに該当する場合におけるものを除く。） 

 識別符号１件 ４００円 

  ア 情報通信技術を活用した行政の推進等

に関する法律（平成１４年法律第１５１

号。以下「情報通信技術活用法」という。）

第７条第１項の規定により情報通信技術

活用法第６条第１項に規定する電子情報

処理組織（以下「電子情報処理組織」と

いう。）を使用する方法（市長が別に定め

る方法に限る。以下この号及び第１３号

の２において同じ。）により識別符号の発

行を行う場合（当該発行に係る戸籍電子

証明書（戸籍法第１２０条の３第１項に

規定する戸籍電子証明書をいう。以下こ

の号において同じ。）の提供の請求が情報

通信技術活用法第６条第１項の規定によ

り電子情報処理組織を使用する方法によ

り行われた場合に限る。） 

  イ 識別符号の発行に係る戸籍電子証明書

の提供の請求に併せて当該戸籍電子証明

書により証明される事項と同一の事項が

記載された戸籍謄本等（戸籍の謄本若し

くは抄本又は戸籍法第１２０条第１項に

規定する戸籍証明書をいう。）の交付の請

求が行われた場合 

⒀の２ 戸籍法第１２０条の３第２項に規定

する除籍電子証明書提供用識別符号（以下

この号において「識別符号」という。）の発

行（次のいずれかに該当する場合における

ものを除く。） 識別符号１件 ７００円 

（手数料を徴収する事務及び手数料の額） 

第２条 略 
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  ア 情報通信技術活用法第７条第１項の規

定により電子情報処理組織を使用する方

法により識別符号の発行を行う場合（当

該発行に係る除籍電子証明書（戸籍法第

１２０条の３第１項に規定する除籍電子

証明書をいう。以下この号において同

じ。）の提供の請求が情報通信技術活用法

第６条第１項の規定により電子情報処理

組織を使用する方法により行われた場合

に限る。） 

  イ 識別符号の発行に係る除籍電子証明書

の提供の請求に併せて当該除籍電子証明

書により証明される事項と同一の事項が

記載された除籍謄本等（除かれた戸籍の

謄本若しくは抄本又は戸籍法第１２０条

第１項に規定する除籍証明書をいう。）の

交付の請求が行われた場合 

⒁ 戸籍法第４８条第１項（同法第１１７条

において準用する場合を含む。）の規定に基

づく届出又は申請の受理の証明、同法第４

８条第２項（同法第１１７条において準用

する場合を含む。）又は第１２６条の規定に

基づく届書その他市長の受理した書類に記

載した事項の証明及び同法第１２０条の６

第１項の規定に基づく届書等情報（同法第

１２０条の４第１項に規定する届書等情報

をいう。次号において同じ。）の内容の証明 

 １通 ３５０円（婚姻、離婚、養子縁組、

養子離縁又は認知の届出の受理について、

請求により上質紙を用いる場合にあって

は、１，４００円） 

⒂ 戸籍法第４８条第２項（同法第１１７条

において準用する場合を含む。）の規定に基

づく届書その他市長の受理した書類の閲覧

及び同法第１２０条の６第１項の規定に基

づく届書等情報の内容を同項に規定する方

法により表示したものの閲覧 書類又は届

書等情報に係る同法第１２０条の４第１項

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⒁ 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第

４８条第１項（同法第１１７条において準

用する場合を含む。）の規定に基づく届出若

しくは申請の受理の証明又は同法第４８条

第２項（同法第１１７条において準用する

場合を含む。）若しくは第１２６条の規定に

基づく届書その他市長の受理した書類に記

載した事項の証明 １通 ３５０円（婚姻、

離婚、養子縁組、養子離縁又は認知の届出

の受理について、請求により上質紙を用い

る場合にあっては、１，４００円） 

 

 

 

⒂ 戸籍法第４８条第２項（同法第１１７条

において準用する場合を含む。）の規定に基

づく届書その他市長の受理した書類の閲覧 

 書類１件 ３５０円 
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に規定する届書等１件 ３５０円  
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